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要 旨
訪問介護サービスに関する先行研究の成果の統合から，どのような状態の利用者を対象とする，どのよ
うな内容の訪問介護が，効果や満足につながるかを検討した．先行研究13編について，調査法，アウトカ
ム指標，統計学的有意性の異質性を判定し，７編を選定した．一次研究の主な結果の内容を，設定した独
立変数と従属変数に２値変換し，真理表を作成した．ブール代数の公式にしたがい論理式を作成した．結
果，訪問介護サービスは，「身体介護の利用の有無にかかわらず，生活援助を主に利用する，要介護度が低
い場合」，あるいは，「身体介護を主に利用する，要介護度が高い場合」に，「家族の精神的・身体的負担の
軽減」，「死亡の減少」，「要介護度の悪化防止」の効果があることが示唆された．
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Abstract
What combinations of home help services and user circumstances are effective? Thirteen papers were
reviewed. Seven studies judged to have heterogeneous methodologies, outcome indices, and statistical
significance were then selected. The main results of the primary studies were converted to the two
independent and dependent variable values and a truth table was created. Based on the truth table
obtained, logical expressions were created following Boolean algebraic formulas. The results showed that
home help services reduce the mental and physical burden on the family, decrease mortality, and
prevent an increase in the nursing-care level required.
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Ⅰ はじめに
介護保険制度における訪問介護（ホームヘルプ
サービス）の内容は，調理・洗濯・掃除等の家事
の援助を行う「生活援助（家事援助）」と，食事・
排泄・入浴等の介護を行う「身体介護」に区分さ
れている．訪問介護には，要介護度によって利用
内容が異なるという特徴があり，要介護度が低い
ケースは，生活援助中心型のサービスを利用して
いる傾向がある．介護保険制度の改正により，要
支援者に対する訪問介護は，2017年度までに予防
給付から市町村の介護予防・日常生活支援総合事
業へ移行しており，新たな担い手として住民ボラ
ンティア等の活用が期待されている．訪問介護員
（ホームヘルパー）が行う生活援助は，当初から，
保険給付の対象とするか否かについて議論の的と
なってきた．保険適用のサービスとしてかろうじ
て維持されつつも，保険財源の確保，サービスの
効果，業務の専門性等の観点から検討が繰り返さ
れているのが現状である．
先行研究をみると訪問介護員が行う生活援助の
効果について，実証的に示す研究の蓄積は非常に
乏しい．要介護度と，生活援助／身体介護の利用
内容の違いを考慮し，効果や満足度の分析を行っ
ているもの（須加2007；菊澤2007）は限定される．
訪問介護サービスの利用の有無による測定ではな
く，どのような状態の利用者を対象とする，どの
ような内容の訪問介護が，効果や満足などのアウ
トカムにつながるかを解明することが求められ
る．また，訪問介護サービスに関する国内論文を
中心に系統的レビューを行った先行研究（鳩間
2015）では，訪問介護員が行う生活援助に臨床的
な効果があることが示唆されているが，メタ分析
まで至っていない．メタ分析とは，同一テーマの
複数の研究成果を，統計解析によって統合する手
法であるが，その対象となる無作為化比較試験
（randomized controlled trial：RCT）等のエビデ
ンスレベルの高い研究は，日本の社会福祉分野で
は少ない（日本社会福祉学会事典編集委員会
2014：639）．介護サービスの利用や効果には，関
連する多様な要因が潜在しており，特に個別性の
高い在宅サービスについて，複雑な要因の影響を
統制し，因果関係を説明することは困難である．
複雑な因果関係を簡単化し分析する方法とし
て，ブール代数アプローチがある．ブール代数ア
プローチとは，２値の変数を分析するブール代数
分析を用いるものであり，計量的研究と質的研究
を融合する性質をもつ（鹿又ら2001）．以下，鹿又
ら（2001）の説明を引用する．ブール代数分析で
は，条件の存在を１，欠如を０としてデータを整
理し（真理表），独立変数の異なる組み合わせとそ
のときの結果現象が存在するか否かをあらわす従
属変数の値（１／０）を与える．各変数を，条件
が存在する場合は大文字，条件が欠如している場
合は小文字とし論理式であらわす．たとえば，次
のような式の場合，「ＡかつＢかつＣのとき」また
は「ＡかつＢかつｃのとき」に結果Ｙの現象が存
在し，さらに論理式の変換法則によって縮約され
る．ブール代数分析を用いて，複雑な因果関係を
簡単化し，節約的なモデルを示すことができる．
Y=ABC+ABc
=AB
先行研究ではブール代数アプローチにより，メ
タ分析を行うものがある．赤沼ら（2007）は，精
神障害者の退院促進支援事業対象者29人の事例を
もとに，独立変数を年齢，性別，訓練期間，総入
院期間，従属変数を退院／非退院とし，退院に関
連する要因の組み合わせを検討している．また，
稲葉（2001）は先行研究の結果をデータとして用
い，ブール代数を応用したメタ分析を行っている．
これらの先行研究を参考に，先行研究の結果を統
合することで，訪問介護サービスのアウトカムを
検討することは，エビデンスの乏しい生活援助の
サービス評価研究において意義があると考える．
そこで，本研究では，訪問介護サービスに関する
先行研究のメタ分析を試みた．どのような状態の
利用者を対象とする，どのような内容の訪問介護
が効果や満足につながるかを明らかにすることを
目的とした．
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Ⅱ 方法
１．分析対象とする一次研究の選定
先行研究を対象とするメタ分析では，研究方法
や研究対象について選定基準を設定する必要があ
る．本研究では，論文データベースから所定の選
定基準を設定し，訪問介護サービス関する系統的
レビューを行っている鳩間（2015）の論文を用い
た．対象となっている13論文の概要から，調査法，
アウトカム指標，統計学的有意性について異質性
を検討し，一次研究の選別を行った．満足度を利
用者が回答しているか不明瞭なもの，効果と満足
の区別が困難なもの，有意水準10％の検定結果を，
分析対象から除外することとした．要介護度の分
布が論文内に記されていなかったものも分析から
除外した．
２．変数の設定と２値変換
訪問介護のアウトカム，利用者の状態，訪問介
護の利用内容について，因果関係を定式化するた
め，一次研究間で統一と変数化が可能な項目を検
討した．独立変数を「生活援助型：該当／非該当」，
「身体介護型：該当／非該当」，「要介護度：高／低」，
従属変数を「効果：あり／なし（高／低）」と「満
足：あり／なし（高／低）」とした．
一次研究の主な結果の内容を，設定した独立変
数と従属変数に変換した．訪問介護の内容（生活
援助／身体介護）と要介護度の違いでアウトカム
を検討している一次研究が限定されていたため，
独立変数が不明となる場合があった．訪問介護
は，要介護度が低いケースは生活援助中心型の
サービス，要介護度が高いケースは身体介護中心
型のサービスを利用している傾向がある．そこ
で，一次研究における調査対象の要介護度の分布
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表１ 訪問介護のアウトカムに関する一次研究の概要
と，全国の居宅サービス受給者の分布（厚生労働
省統計）との違いをχ2検定で検討し，要介護度の
高低と，生活援助型／身体介護型の別を暫定的に
判定した．一次研究の調査年を基準とし，調査年
が不明なものは論文に記載のあった年を参考にし
た．要介護度が全国よりも低い傾向がある場合は
「生活援助型：該当」，「身体介護型：非該当」，「要
介護度：低」とし，高い傾向がある場合は「生活
援助型：非該当」，「身体介護型：該当」，「要介護
度：高」を代用した．全国との違いに有意差がな
い場合は，「生活援助型：該当」，「身体介護型：該
当」とし，居宅サービス受給者のうち割合が高い
のは要介護１・２であることから「要介護度：低」
を代用した．
また一次研究の主な結果には，設定した独立変
数以外にも訪問介護の頻度や家族形態に関する項
目が関連要因として含まれている場合があった．
これらはすべての一次研究に共通する要因ではな
く，一律に代替できる既存データもみあたらない
ことから変数化は不可能と判断し，分析の手続き
上アウトカムに影響を及ぼさないものとみなし
た．
３．真理表の作成と定式化
２値変換した独立変数と従属変数をもとに，真
理表を作成した．真理表とは，分析対象の独立変
数について，原因となる条件が存在する場合に１，
欠如する場合０，従属変数については結果となる
現象がみられる場合に１，みられない場合に０と
して，それぞれのケースを整理したものである．
一次研究間で統一し設定した独立変数と従属変数
の値の組合せを１と０であらわし，一次研究の主
な結果の内容をあてはめた．
得られた真理表をもとに，各行の独立変数を論
理積であらわし，その論理積を和で示す論理式（標
準積和形）を作成した．ブール代数の公式に従い，
論理式を簡単化した．統計解析には，js-STAR
2012（http://www.kisnet.or.jp/nappa/ software/
star/index.htm）を用いた．
Ⅲ 結果
１．分析対象
一次研究の調査方法や分析結果を検討した結
果，７編（三原ら2002；内田2003；内田ら2003；
須加2007；菊澤ら2007；松本ら2009；筒井2010）
が選定された（表１）．
２．要介護度の分布
一次研究における対象者の要介護度の各分布と
全国の分布を比較するため，軽度者に限定してい
る菊澤ら（2007）と松本ら（2009）の研究を除く
５研究についてχ2検定を行った．結果，４研究
について有意差を認め，内田（2003），内田ら
（2003），筒井（2010）の分析対象は全国よりも要
介護度が高いものの割合が高く，須加（2007）の
調査②・④は全国よりも低いものの割合が高い傾
向がみられた（表２）．須加（2007）の研究は４つ
の調査データを統合し分析に用いている．軽度者
の割合に関する特徴が，調査間で食い違うもので
はないと判断できたためそのまま分析対象に用い
た．
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表２ 一次研究の要介護度別対象者数と全国との
比較
３．変数の設定と一次研究の主な結果の照合
一次研究の主な結果の内容を，２値の独立変数
と従属変数（該当／非該当，高／低，あり／なし）
にあてはめた結果，表３のとおりとなった．たと
えば，三原ら（2002）の研究では，要介護度１・
２の高齢者の家族が負担軽減を感じていたことが
明らかとされていることから，「要介護度：低」「効
果：あり」となった．訪問介護の利用内容につい
て区別がなかったことから，要介護度の分布と全
国との比較により，「生活援助：該当」「身体介護：
該当」を代用した．
「満足」については，「あり」に該当するものが
得られなかった．また，「なし」に該当するものは，
訪問介護の利用歴やヘルパーの交替等，７研究間
で統一できない変数との関連によって，満足の高
低が示されたものが含まれた．
４．真理表の作成
分析に用いる変数として，独立変数，従属変数
を以下のとおりとした．作成した真理表を表４に
示した．
（独立変数）
変数H：生活援助型（該当＝１，非該当＝０）
変数P：身体介護型（該当＝１，非該当＝０）
変数C：要介護度 （高＝１，低＝０）
（従属変数）
変数Y：効果 （あり＝１，なし＝０）
Hpcは生活援助を主に利用する要介護度が低い
ケース，HPCは生活援助と身体介護の両方を利用
する要介護度が高いケース，hPCは身体介護を主
に利用する要介護度が高いケースとして表記され
る．独立変数が３変数であるため，論理的に起こ
り得る組合せは２3＝８通りであるが，hpつまり
生活援助も身体介護も利用なし（訪問介護を利用
していない）というケースは研究目的に該当しな
いため，計６通りとなった．
５．因果関係の定式化
効果ありと効果なしの両方に研究結果があては
まる組合せはなく，結果が矛盾しているケースは
みられなかった．該当する研究結果がない組合せ
は存在した．研究結果が存在する組合せを用い，
効果がある場合Yについて，真理表から得られた
第１次の論理式（標準積和形）を作成すると［１］
式となった．これをブール代数の公式に従い簡単
化すると［３］式となった．
Y=HPc+Hpc+hPC [1]
=H(Pc+pc)+hPC [2]
=Hc+hPC [3]
分析対象とした７編の主な結果をみると，効果
がある場合Yに含まれるアウトカムは，三原ら
（2002）の「家族の精神的・身体的負担の軽減」，
菊澤ら（2007）の「死亡の減少」，松本ら（2009）
の「介護度の悪化防止」であった．
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表３ 分析に用いる主な結果
表４ 真理表
Ⅳ 考察
本研究では，訪問介護のアウトカムについて，
ブール代数アプローチにより先行研究の結果を統
合することを試みた．異質性の検討をふまえ，７
研究の主な結果について検討した結果，［３］式が
得られた．Hcは「生活援助型に該当，かつ，要介
護度が低い」場合をあらわしている．［２］式から
［３］式への縮約が示すとおり，身体介護を利用す
るか否かは影響しない．hPCは「生活援助型でな
い，かつ，身体介護型，かつ，要介護度が高い」
場合をあらわしている．７編の主な結果とあわせ
ると，研究の結果，訪問介護は「身体介護の利用
の有無にかかわらず生活援助を主に利用する，要
介護度が低い場合」，あるいは，「身体介護を主に
利用する，要介護度が高い場合」に，家族の精神
的・身体的負担の軽減，死亡の減少，要介護度の
悪化防止の効果があることが示唆された．
居宅サービスの効果測定は，サービス種別だけ
でなく，訪問系・通所系等の別（福間ら2010），介
護給付費上限額に占める単価合計で算出した利用
率（鈴木ら2007）等があり，居宅介護支援によっ
て居宅サービスを組み合わせ，利用者に適した支
援を提供する介護保険制度の特徴をふまえてい
る．これに対し本研究の結果は，訪問介護のみを
対象としたものであるが，効果的な訪問介護の基
本パターンを示すものとして意義があると考え
る．
また，分析に用いた真理表の組合せには，事例
として存在しないものがあった．hPc：「身体介護
を主に利用する，要介護度が低い場合」および，
HpC：「生活援助を主に利用する，要介護度が高
い場合」については，研究の蓄積が必要といえる．
一方，満足がある場合Zは存在しなかった．満
足がない場合zに該当する主な結果３件はすべて
同一の研究であった．探索的に真理表にあてはめ
ると，第１次の論理式は［４］式となり，簡単化
すると［５］式となった．
z=HPc+Hpc+hPC [4]
=Hc+hPC [5]
［５］式は，効果の条件を示す［３］式と同一
であった．このことは，サービスの利用内容と利
用者の状態が同じ条件であっても，効果と満足が
異なることを示している．介護サービスの満足度
評価は客観性や再現性の課題など（筒井2001：
137-166；平岡2005）が指摘されている．また，単
なる代行ではない訪問介護員の見えない働きかけ
は，利用者に理解されづらいことも推察される．
この結果は，満足度をアウトカム指標として用い
るむずかしさを示唆している．ここでとりあげた
満足がない場合zに該当する主な結果３件には，
訪問介護の利用歴やヘルパーの交替等との関連に
よって満足度を検討しているものが含まれている
ため，考察には限界があるが，アウトカム評価指
標の比較検討において，因果関係を簡単化する意
義を見出すことができる．
Ⅴ 本研究の限界と課題
本研究は，先行研究の結果から効果的な訪問介
護の利用内容と要介護度の組み合わせについて，
探索的に仮説を提示するものだったが，ブール代
数アプローチを用いる上で，限界と課題があった．
まず，対象とした先行研究の数が少なかった．対
象とする研究数の蓄積によって，分析結果の精度
の向上は期待できると考えるが，今後の介護サー
ビス評価研究においては，サービス利用前後の比
較研究といった縦断研究の蓄積が望まれる．
また，各一次研究では，家族状況やサービス利
用回数，などの要因が含まれているが，研究者間
で調査項目が一致しないため本研究ではそれらを
考慮していない．統計解析によって要因間の関連
性が確認された一次研究の各成果を，２値（１／
０）にあてはめていることや，縦断研究と横断研
究の区別をしていないことなど，臨床研究におけ
る効果測定とは相いれない点もある．在宅介護
サービスの評価研究におけるメタ分析として，
ブール代数アプローチを用いることは，課題も少
なくない．
他方，家族状況やケアスタッフとの関係性など，
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効果や満足に及ぼす要因が複雑に絡み合っている
在宅介護サービスの質の評価については，事例研
究やインタビューなど，質的な研究の意義が大き
い．アウトカムに関連する複雑な要因構造を包括
的にとらえることで，質の高いサービスの標準的
なモデルを検討することが可能となるなど，ブー
ル代数アプローチの有用性が期待される．
本研究は，JSPS科研費16K04168の助成を受け
た．
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